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研究成果の概要（和文）：　法科大学院における臨床法学教育について、特にエクスターンシップ教育が広く普及して
いる状況を把握し、実習の質を法科大学院が確保することが課題であることを明確化した。国際的臨床法学教育の動向
としては、アメリカは臨床科目の必修化に進んでおり、ヨーロッパ各国でも法曹教育に臨床科目の導入が進んでいるこ
とを明確化した。医師教育と法曹教育の相互協力については、医師の法的紛争への理解を図ることにつき研究を進めた
。また、法曹の継続教育に、弁護士と臨床心理士が協力するプログラムを司法修習の選択型実務修習向けに開発した。
家事調停委員の研修プログラムについても、弁護士と臨床心理士の協力によるものを開発した。

研究成果の概要（英文）： Our research revealed that externships are the most prevalent method of clinical 
legal education in Japan, and that their utmost challenge is to assure the quality of educational 
contents in field placement offices. Our research also found that the American law schools are headed 
toward making clinical courses required for students to graduate from law school. In European countries, 
faculties of law began to introduce the clinical pedagogy to the professional legal education in their 
respective tradition of the lecture-oriented method of doctrinal instructions. In our research on the 
collaboration in the medical/legal education, we began to develop a program to provide legal literacy for 
physicians and medical service providers to understand legal nature of physicians/patients disputes 
within the legal framework. We also began to develop a program to provide collaborative trainings by 
lawyers and clinical psychologists for mediators in family courts in Japan.
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、平成 19（2007）年度から４ヵ
年の科学研究費基盤研究（A）の研究課題（研
究代表者：宮川成雄）「法曹養成教育におけ
る経験的方法論としての臨床法学教育の研
究」（以下、「方法論プロジェクト」）の研
究実績を、さらに発展させるものである。こ
の先行研究と本研究は、臨床法学教育の法科
大学院教育での有用性を検討する点で共通
するが、両者の研究課題の相違は、「方法論
プロジェクト」が日本で臨床法学教育を実施
するための方法論の研究であったのに対し、
本研究は法科大学院での約６年間の教育経
験を踏まえて、臨床法学教育科目の実施上の
課題を研究しようとするところにある。その
意味で、本研究は「実施課題プロジェクト」
といえる。 
 臨床法学教育は、北米大陸、とりわけアメ
リカのロースクールにおいて、学生への法理
論および法実務の教育目的と、低所得者層へ
の法律サービスという社会貢献を２つの目
的として発展してきた。この教育手法は夙に
1909 年にコロラド州で、学生による法実務
を承認する学生実務規則が立法化されて以
来、正式の教育方法として認知されてきたが、
アメリカの多数のロースクールで活発に実
施されるようになるのは、1960 年代後半か
らである（マーガレット・マーティン・バリ
ー他（道あゆみ・大坂恵里訳）『ロースクー
ル臨床教育の 100年史』（現代人文社、2005
年）参照）。日本では、法科大学院における
「理論と実務を架橋する」教育方法として注
目され、司法修習のないアメリカとは制度的
条件が異なる中で、これまで実務家教員と研
究者教員が様々な創意工夫を凝らしながら、
日本型臨床法学教育ともいうべき教育実績
を形成してきた（宮川成雄「日本型臨床法学
教育の形成と展望」早稲田法学 85 巻 3 号
1137頁（2010年）。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、法曹教育において現実の
依頼者の事件･事案を教育に用いる臨床法学
教育を、法科大学院で実施するにあたっての
課題を研究することである。法科大学院教育
は、本研究がスタートした頃より、法律基本
科目重視の方向でカリキュラムの再編が進
行しているが、本研究は臨床実務系教育の充
実をはかるべく、臨床法学教育について次の
４つの研究目的を掲げる。第１は、法科大学
院での臨床法学教育の教育実績を把握する
ことである。第２は、臨床方法論を用いる代
表的専門職教育である医学教育と比較し、臨
床方法論の共通課題を検討することである。
第３に、日本の臨床法学教育の課題を諸外国
との比較で検討することである。第４に、臨
床法学教育が単に学生教育だけでなく、現役
法曹への継続専門職教育として果たしうる
役割を検討することである。 
 

３．研究の方法 
 本研究は、前記の４つの研究目的につき、
次のような研究の方法を用いる。 
（１）臨床法学教育の教育実績の把握につい
ては、全国の法科大学院 74校を対象として、
エクスターンシップ科目の実施状況につい
て調査を実施する。これにより、「方法論プ
ロジェクト」で実施した全国リーガル・クリ
ニック調査、および全国模擬裁判調査を併せ
ると、臨床法学教育科目の３つの実施形態で
あるリーガル・クリニック、シミュレーショ
ン、およびエクスターンシップの全ての全国
調査が揃うことになる。 
（２）臨床教育方法論を用いる医学教育と法
曹教育の比較については、医学生を臨床実習
に出すための基本的知識および専門職責任
の習熟を確認する「共用試験」に範をとった
制度が、法曹教育においても採用可能である
かどうかを検討する。また、医療の法律問題
に関する医師の理解度を促進するためのプ
ログラムの開発を行う。 
（３）臨床法学教育の国際比較については、
「方法論プロジェクト」で米・英・加・中・
韓等の諸国の臨床法学教育研究者との研究
ネットワークができたので、これらをさらに
充実するために、これら各国で開催される国
際研究会議に積極的に参加し、また 2013 年
度には、本研究組織が母体となってカリフォ
ルニア大学バークレー校との共催で、同校で
臨床教育に関するシンポジウムを開催する。 
（４）継続法曹教育における臨床教育方法論
の活用についての研究は、司法修習の内容を
構成する選択型実務修習のプログラムを、首
都圏の弁護士会の協力を得ながら、対応困難
な依頼者および相談者の案件に取り組むた
めのプログラムを開発する作業を行う。また、
家庭裁判所の家事調停委員の協力を得て、家
事紛争解決のための教材および研修プログ
ラムの開発作業を行う。 
 
４．研究成果 
（１）全国の法科大学院全 74 校を対象とし
て、エクスターンシップ科目ついて、2012
年 12 月の時点で各法科大学院の HP に掲載
されている情報をもとに、その実施状況を調
査した。その結果、3 校を除いて単位取得を
伴う形でエクスターンシップ教育が実施さ
れていることを把握し、日本の臨床法学教育
の中で、エクスターンシップが最も普及して
いる教育形態であることを確認することが
できた。 
（２）全国の医科大学・医学部で実施されて
いる「共用試験」に範をとったものが、法科
大学院でも、法学生の実務能力を測る試験と
して、全法科大学院に共通して実施できない
かについて、セミナーの開催等をとおして検
討した。その過程で、中央教育審議会の法科
大学院特別委員会で法理論の修得状況を測
るための試験として「共通到達度確認試験」
が提案されていることを把握し、その内容を



検討することができた。また、医療の法的紛
争を解決するために必要な知見を、コンフリ
クト・マネジメントの観点からまとめる図書
を出版した。 
（３）臨床法学教育の国際比較については、
アメリカでのロースクール教育が、リーマ
ン・ショック後の経済不況の結果、志願者の
減少、修了生の就職難等により、実務教育を
より重視した、即戦力を養成するカリキュラ
ムに傾斜していることを把握することがで
きた。また、ヨーロッパでは、伝統的な法曹
資格の取得だけではなく、法律関連職の国家
資格の取得のために臨床教育科目が導入さ
れつつあることを把握した。 
（４）継続法曹教育における臨床教育方法論
の活用については、司法修習の選択型実務修
習のプログラムを提供し、精神的心理的なス
トレスを抱えた依頼者・相談者への対応方法
について、新たな知見を形成することができ
た。また、家庭裁判所の調停委員を対象とし
た研修のための教材を開発し、それを用いた
研修会を実施した。 
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